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令和７ 年試験

第Ⅰ回短答式試験問題

監　 査　 論

注 意 事 項
1 受験上の注意事項

・ 試験官からの注意事項の聞き漏らし／受験案内や試験室及び受験票その他に記載・ 掲示さ

れた注意事項の未確認等，これらを原因と した試験における不利益は自己責任になり ます。

・ 携帯電話等の通信機器や携行品の取扱いについては， 試験官の指示に従ってく ださい。

・ 試験開始の合図があるまで， 配付物や筆記用具に触れないでく ださい。

・ 問題に関する質問には， 応じません。

2 不正受験や迷惑行為の禁止
・ 不正行為を行った場合／試験官の指示に従わない場合／周囲に迷惑をかける等， 適正な試

験実施に支障を来す行為を行った場合， 直ちに退室を命ずることがあり ます。

3 試験問題
・ 試験開始の合図後， 直ちに頁数（ 全 20 頁）を調べ， 不備等があれば黙って挙手し ， 試験官

に申し出てく ださい。

4 答案用紙
・ 試験開始の合図後， 不備等があれば黙って挙手し， 試験官に申し出てく ださい。

・ 試験開始の合図後， 直ちに①受験番号及び氏名を正しく 記入し， かつ， ②受験番号を正し

く マークしてく ださい。

答案用紙への記載に当たっては，Ｂ 又は ＨＢ の黒鉛筆（ シャープペンシルも可）を使

用してく ださい。

正し く 記載されていない場合には， 採点されないことがあり ます。

・ 解答欄に複数マークしている場合は， その問題は不正解になり ます。

5 試験終了後
・ 試験終了の合図後， 直ちに筆記用具を置き ， 答案用紙は裏返して通路側に置いてく ださ

い。

・ 試験官が答案用紙を集め終わり 指示するまで， 絶対に席を立たないでく ださい。

・ 答案用紙が試験官に回収されずに手元に残っていた場合は， 直ちに挙手し， 試験官に申し

出てく ださい。

試験官に回収されない場合，いかなる理由があっても答案は採点されません。

6 試験問題の持ち帰り
・ 試験終了後， 持ち帰るこ と ができます。

満　 点　 100 点（ 問題 １ ～20 各５ 点）

時　 間　 １ 時間
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問題 1 財務諸表監査に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を一

つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 適正性に関する意見であれ， 準拠性に関する意見であれ， 財務諸表に対する監査意見

は， 財務諸表が， 全ての重要な点において， 適用される財務報告の枠組みに準拠して作

成されているかどう かについて表明される。

イ． 監査人は， 適正性に関する意見の表明に当たっては， 経営者による会計方針の選択や

適用の方法が会計事象や取引の実態を適切に反映するものであるかどう かの判断を求め

られるが， 準拠性に関する意見の表明に当たっては， そのよう な実質的判断は求められ

ない。

ウ． 適正性に関する意見であれ， 準拠性に関する意見であれ， 無限定の意見が表明される

場合には， 財務諸表に重要な虚偽表示が存在しないこ と に関する合理的な保証が財務諸

表利用者に与えられるこ と になる。

エ． 監査人は， 適正表示の枠組みであれ， 準拠性の枠組みであれ， 適用される財務報告の

枠組みにおいて具体的に要求されている以上の開示を， 経営者が必要に応じて行ってい

るかどう かを確かめなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ

令和７ 年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 2 二重責任の原則に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を

一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 二重責任の原則は,財務諸表の作成に対する経営者の責任と 当該財務諸表に関する監

査意見に対する監査人の責任と の区別を求める原則であるが， 前者には， 会計情報シス

テムの整備又は管理に関する責任が含まれる。

イ． 監査人が， 二重責任の原則について経営者が理解しているこ と を確認する必要がある

こ と から ， 経営者確認書には， 財務諸表に対する経営者の責任と 当該財務諸表に関する

意見表明に対する監査人の責任の双方が記載されている。

ウ． 監査人が財務諸表の適正表示のために必要であると 判断して， 経営者に対して財務　 　

諸表の注記と して追加情報の開示を促したこ と を受けて， 経営者がそれに従い追加情報

を開示したと しても ， そのこ と が直ちに二重責任の原則に反するこ と にはならない。

エ． 監査人は， 否定的意見を表明する場合， 監査対象と なった財務諸表について経営者が

責任を果たさなかったこ と になるため， 監査報告書において経営者による財務諸表の作

成責任に関する記載を行わない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 3 財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに実施基準に関する次の記述のう

ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 平成 19 年の基準設定に際し ， 財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関わるコス

ト 負担が過大なものと ならないための方策と して採用されたものには， ト ッ プダウン型

のリ スク ・ アプローチの活用は含まれなかった。

イ ． 平成 23 年の基準改訂に際し ，「 重要な欠陥」が， 企業自体に欠陥があると の誤解を招

く と の指摘から， その定義は実質上変更さ れるこ と なく ，「 開示すべき重要な不備」へ

と 置き換えられた。

ウ ． 令和元年の基準改訂に際し， 財務諸表監査の監査報告書の記載内容と 整合さ せるた

め， 監査人の意見を内部統制監査報告書の冒頭に記載するこ と と し ， 記載順序を変更す

ると と もに， 新たに意見の根拠区分を設けた。

エ． 令和５ 年の基準改訂に際し， 内部統制の評価範囲の決定は経営者のリ スク評価に基づ

く べきと の観点から ， 評価対象と する重要な事業拠点を選定する際の指標と して例示さ

れていた「 連結ベースの売上高等の一定割合（ おおむね３ 分の２ 程度）」と の文言は， 削

除された。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 4 会社法監査制度に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を

一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 連結計算書類について， 定時株主総会の招集の通知に先立って行われる取締役会の承

認は， 監査を受けたものに対して行わなければならない。

イ ． 会計監査人が会社法監査において通読及び検討すべき「 その他の記載内容」の対象と

なるのは， 株主総会参考書類及び事業報告である。

ウ． 監査委員会の監査意見は， 監査委員の多数決により 形成されるため， 各監査委員は，

自己の意見と 異なっていたと しても， 監査報告に自己の意見を付記するこ と はできない。

エ． 会計監査人設置会社のう ち公開会社は， 会計監査人に非監査業務の対価を支払ってい

る場合， その非監査業務の内容を事業報告に記載しなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 5 公認会計士法に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を一

つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査法人は， その社員の配偶者が役員である会社については， その社員が当該会社の

財務書類の監査証明業務に関与しない場合であっても ， 当該会社の財務書類の監査証明

業務を行う こ と ができない。

イ． 指定有限責任社員は， 証明を受けよう と する者に対し指定した旨の通知がされている

場合， 指定さ れた証明に関し て負担するこ と と なった有限責任監査法人の債務につい

て， 脱退後の事由により 生じた債務であるこ と を証明したと きを除き， 当該有限責任監

査法人の財産の状況にかかわらず， 連帯してその弁済の責任を負う 。

ウ． 独立性強化の観点から監査人の業務制限の特例が適用される大会社等の範囲には， 会

社法上の会計監査人設置会社のう ち最終事業年度に係る貸借対照表上の資本金の額が

100 億円以上又は負債総額 1, 000 億円以上の株式会社が含まれる。

エ． 登録上場会社等監査人は， 年度又は会計年度中の一定の日における業務の品質の管理

の状況を適切に評価し， 一定の事項を公表する体制を整備しなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ　 6． ウエ
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問題 6 監査業務に係る審査に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番

号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査事務所は， 審査担当者が自らの適格性が損なわれる状況を識別した場合には， 当

該審査担当者に対して， 既に開始されている審査については， 後任の審査担当者が選任

された後， 遅滞なく 当該審査の実施を中止させると いう 方針又は手続を定めなければな

らない。

イ． 監査事務所は， 審査担当者の選任に関する責任の付与に関する方針又は手続を定めな

ければならない。 当該責任を付与された者は， 原則と して， その監査業務に対する客観

性と 独立性を有する者の中から審査担当者を選任する。

ウ． 監査事務所は， 不正による重要な虚偽の表示の疑義があると 判断された場合， 通常の

審査担当者による審査に比べて， 監査事務所と してより 慎重な審査が行われる必要があ

るため， 合議制による審査を行わなければならない。

エ． 監査事務所は， 審査を実施しない監査業務に関して， 監査意見が適切に形成されてい

るこ と を確認できる審査以外の方法を定めなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 7 監査事務所の品質管理に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な

番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査事務所は， 不正リ スク を考慮して監査契約の締結及び更新に伴う リ スク を評価す

る方針及び手続を定め， 当該評価の妥当性について， 新規の締結時及び更新時はリ スク

の程度に応じて， 監査チーム外の適切な部署又は者に検討させなければならない。

イ ． 監査事務所は， 監査業務の実施における品質を保持するための方針及び手続におい

て， 同一の企業の監査業務を担当する監査責任者の一部が交代した場合， 監査の過程で

識別した不正リ スクを含む重要な事項が適切に後任の監査責任者に伝達されるよう に定

めなければならない。

ウ． 監査事務所は， 専門性が高く ， 判断に困難が伴う 事項等については専門的な見解の問

合せを行う が， この問合せを強調し， 奨励するこ と は， 監査業務を外部に委託するこ と

につながり ， 監査事務所による品質目標の達成を阻害するこ と になる。

エ． 監査事務所は， ネッ ト ワーク に属する場合， 自らの品質管理システムをデザイン， 適

用又は運用する際に， 適用又は利用するこ と を選択したネッ ト ワークが提供する全ての

サービス又は資源を理解しなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ

 

令和７ 年第Ⅰ回短答式監査論



8 M 3―12

問題 8 監査における不正リ スク 対応基準に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して

最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 識別した不正リ スク に関連する監査要点に対しては， 不正リ スク を識別し

ていない場合に比べて， より 適合性が高く ， よ り 証明力の強い， 質の高い監査証拠を入

手するか， 又はより 多く の監査証拠を入手する必要がある。

イ． 監査人は， 財務諸表全体に関連する不正リ スクが識別された場合には， 実施する監査

手続の種類， 実施の時期及び範囲の決定に当たって， 例えば， 往査先の選択方法の変更

や予告なしの往査などと いった， 企業が想定しない要素を監査計画に組み込まなければ

ならない。

ウ． 監査人は， 実施した監査手続及び入手した監査証拠に基づき， 不正リ スクに関連する

監査要点に対する十分かつ適切な監査証拠を入手していないと 判断した場合でも ， 追加

的な監査手続を実施しないこ と がある。

エ． 監査人は， 識別した不正による重要な虚偽の表示を示唆する状況について， 関連して

入手した監査証拠に基づいて経営者の説明に合理性がないと 判断した場合でも ， それだ

けで不正による重要な虚偽の表示の疑義があると して扱ってはならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 9 不正リ スク への対応に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番

号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 企業に影響を与える不正を識別した場合， 当該不正への経営者の関与が疑

われるかどう かにかかわらず， 監査を完了するため必要と なる監査手続の種類， 時期及

び範囲について監査役等と 協議しなければならない。

イ． 監査人は， 評価した不正による重要な虚偽表示リ スクに応じた全般的対応を決定する

際に， 例えば， 重要な取引の裏付けと なる証憑書類及びその範囲をより 注意深く 選択す

ると いう よ う に， 高められた職業的懐疑心を監査全般にどのよう に反映するこ と ができ

るかを考慮する。

ウ． 監査人は， 追加的な監査手続を実施した結果， 不正による重要な虚偽表示の疑義があ

ると 判断した場合， 当該疑義の内容や実施した監査手続と その結果などを監査調書に記

載しなければなら ないが， 不正によ る重要な虚偽表示の疑義がないと 判断した場合に

は， 監査調書への記載は求められていない。

エ． 監査人は， 監査手続を実施した結果， 不正による重要な虚偽表示の兆候を示す状況を

識別した場合， アサーショ ン・ レベルの不正による重要な虚偽表示リ スク に関する評価

が依然と して適切であるかどう かを判断する際に， 当該状況を考慮する必要がある。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題10 保証業務に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ選

びなさい。（ ５ 点）

ア． 限定的保証業務において， 業務実施者は， 保証業務リ スク の水準を， 合理的保証業務

の場合より は低いが， 消極的形式による結論の報告を行う 基礎と して受入可能な程度に

抑えなければならない。

イ． 業務実施者は， 職業的専門家と しての倫理を遵守すると と もに， 業務の遂行に当たっ

ては公正不偏の態度を保持しなければならず， 業務を適正に遂行するための十分な専門

的技能及び知識を有し， 品質管理に関する業務規範に従う 必要がある。

ウ． 実施される保証業務が合理的保証業務か限定的保証業務かの区別は， 業務実施者が保

証業務リ スク の構成要素である固有リ スク や統制リ スク を検討する程度に影響を与え

る。

エ． 保証業務は， 原則と して， 業務実施者， 主題に責任を負う 者及び想定利用者からなる

三当事者が関わるこ と により 成立するが， 主題に責任を負う 者が唯一の想定利用者と な

る場合でも成立するこ と がある。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ

令和７ 年第Ⅰ回短答式監査論
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問題11 監査の固有の限界に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号

を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 監査を合理的な期間内に合理的な費用で実施しなければならないが， 適切

な監査計画を策定するこ と により ， 監査実施のための十分な時間と 資源を利用できるよ

う になる。

イ ． 一部の財務諸表項目には， 財務諸表項目の残高に影響を与える固有の変動要因があ

り ， その影響は， 追加的な監査手続を実施してもなく すこ と ができない。

ウ． 経営者及びその他の者は， 意図的であるかどう かにかかわらず， 監査に必要な情報を

提供しない可能性があるが， 監査人は， 監査役等と コミ ュニケーショ ンを行う こ と で情

報の網羅性に確信をもつこ と ができる。

エ． 監査証拠を入手するために実施する監査手続は， 意図的な虚偽表示を発見するために

有効でないこ と があるが， 監査人は， 記録や証憑書類の鑑定の技能を習得した専門家で

もあるので， 入手した監査証拠の正当性を判断するこ と ができる。

 

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ

 

令和７ 年第Ⅰ回短答式監査論



12 M 3―16

問題12 公認会計士と しての職業倫理に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も

適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 日本公認会計士協会が公表する倫理規則は， 職業専門家と しての倫理の基本原則を規

定し， 当該原則を適用するための概念的な枠組みを提供している。 しかしながら ， 当該

枠組みがどのよう に特定の状態に適用されるこ と になるかを説明していない。

イ． 監査責任者は， 監査チームのメ ンバーに期待される行動を定め， 伝達する際に， 監査

チームのメ ンバーと しての職業倫理， 価値観及び姿勢の重要性などを強調しなければな

らない。

ウ． 監査人は， 公共の利益の観点から， 被監査会社に対して精神的独立性と 外観的独立性

の双方を保持するこ と が職業倫理に関する規定によっても要求されている。

エ． 監査人は， 実施した監査手続， 入手した関連する監査証拠及び監査人が到達した結論

の記録と して監査調書の作成を義務付けられているが， 職業倫理に関する規定における

責任に関して識別した事項を監査調書に含めるこ と までは求められていない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題13 財務諸表監査における内部統制に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最

も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 重要な虚偽表示リ スクを識別し評価する際， 監査に関連する内部統制シス

テムを理解しなければならない。 このリ スク 評価の実施に際して， 監査人は， 状況に応

じたリ スク 対応手続を立案するため内部統制システムを検討するが， これは， 内部統制

の有効性に対する意見を表明するためのものではない。

イ． 財務諸表の虚偽表示を適時に防止又は発見・ 是正するのに必要な内部統制が存在しな

いこ と は， 内部統制の不備には該当しない。

ウ． 監査人は， 内部統制の不備を識別した場合， 実施した監査手続に基づいて， 内部統制

の不備が単独で又は複数組み合わさって重要な不備と なるかどう かを， 虚偽表示の発生

可能性や潜在的な虚偽表示の影響を勘案して判断しなければならない。

エ． 監査人は， 適切な階層の経営者に対して， 直接報告するこ と が適切でない場合を除

き， 内部統制の重要な不備のみを報告すればよい。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題14 監査計画に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ選

びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 監査計画の策定における重要性の判断に際して， 財務情報の利用者の様々

なニーズを勘案する必要があるため， ごく 限られた特定の利用者にしか影響を及ぼさな

いであろう 事項に関する虚偽表示であっても考慮しなければならない。

イ． 監査人は， 固有リ スク に影響を与える企業及び企業環境の変化により ， 重要な虚偽表

示リ スク の程度が暫定的な評価より も高いと 判断した場合には， 発見リ スクを暫定的な

評価より も低く するために， 実証手続の強化等の監査計画の修正を行う 必要がある。

ウ． 監査計画によ り ， 効果的かつ効率的な方法で監査業務を実施するこ と が可能と なる

が， 監査人は， 全てのリ スク 対応手続の詳細な監査計画を決定する前であっても ， 一部

の取引種類， 勘定残高及び注記事項に関するリ スク 対応手続を実施するこ と がある。

エ． 監査人は， 内部統制の運用評価手続より 入手した監査証拠と 実証手続の実施過程で入

手した監査証拠が矛盾している場合， その矛盾が軽微なものであっても ， 監査計画を修

正しなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題15 リ スク評価手続に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を

一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 経営者が識別していない重要な虚偽表示リ スク が， 企業のリ スク 評価プロ

セスにおいて本来識別されなければならないリ スク であると 判断した場合には， 当該リ

スク 評価プロセスを内部統制の重要な不備と して必ず扱わなければならない。

イ． 監査人は， 複数の内部統制が特別な検討を必要と するリ スクに対応する一つの統制目

的に関連する場合， それらの内部統制の全てを識別及び評価しなければならない。

ウ． 監査人は， リ スク評価手続と して実施する分析的手続において， 過年度の財務諸表，

期中の財務情報， 経営者が策定した当期の予算数値等を比較するこ と により ， 認識して

いなかった重要な虚偽表示リ スク を識別するこ と がある。

エ． 監査人は， アサーショ ン・ レベルの重要な虚偽表示リ スク に対応して識別された内部

統制については， 内部統制のデザインを最初に検討する。 なぜなら ， デザインが有効で

ない内部統制について， 業務への適用を評価するこ と は， 監査上意義がないから であ

る。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題16 リ スク対応手続に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を

一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人は， 取引種類又は勘定残高を構成している項目の母集団全体を検討するこ と が

最も適切であると 判断した場合には， 詳細テスト のみならず， 内部統制の運用評価手続

においても ， 精査を実施するこ と が求められている。

イ． 監査人は， 抽出したサンプルに立案した監査手続又は適切な代替手続を実施できない

場合， 当該サンプルを， 運用評価手続においては内部統制の逸脱と して扱う こ と が求め

られている。

ウ． 監査人は， 分析的実証手続を実施するだけで監査リ スク を許容可能な低い水準に抑え

るこ と ができると 判断した場合においても ， 詳細テスト を実施するこ と が求められてい

る。

エ． 監査人は， 実証手続のみではアサーショ ン・ レベルで十分かつ適切な監査証拠を入手

できない場合， 内部統制の運用状況の有効性に関して， 運用評価手続を立案し実施する

こ と が求められている。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題17 委託会社監査人に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を

一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 委託会社監査人は， 無限定意見を表明するに当たって， 監査報告書に受託会社監査人

の業務を利用したこ と を記載するこ と がある。

イ． 委託会社監査人は， 受託会社における不正， 違法行為や未修正の虚偽表示のう ち委託

会社の財務諸表に影響を与えるものについて， 受託会社から委託会社に報告があったか

どう か， 又は報告がない場合， 委託会社がそれらの事項に気付いているかどう かを， 委

託会社の監査役等に質問しなければならない。

ウ． 委託会社監査人は， 委託会社について評価した重要な虚偽表示リ スク への対応と し

て， 関連する財務諸表のアサーショ ンに関する十分かつ適切な監査証拠を委託会社が保

有する記録から入手不可能であると 判断した場合には， 十分かつ適切な監査証拠を入手

するためのリ スク 対応手続を受託会社において実施するか， 受託会社で当該手続を実施

する他の監査人を利用しなければならない。

エ． 委託会社監査人は， 無限定意見を表明できない場合に， その理由と して受託会社監査

人の業務に言及すると きは， 監査報告書において当該記載が監査意見に対する自らの責

任を軽減しないこ と を示さなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題18 監査報告書に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ

選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査報告書には契約内容に応じた宛先を記載するこ と が求められているため， 監査対

象と なる財務諸表を作成する企業の機関設計に応じて， 監査報告書の提出先を宛先と す

るが， 我が国においては， 通常， 取締役会と なる。

イ． 監査報告書には， 公認会計士又は監査法人の代表者が作成の年月日を付して署名し，

かつ， 自己の印を押さなければならない。

ウ． 監査人は， 監査報告書において， 監査人の意見， 意見の根拠， 経営者及び監査役等の

責任， 監査人の責任を明瞭かつ簡潔にそれぞれを区分した上で， 記載しなければならな

い。 ただし ， こ れらの項目は，「 監査意見」区分及び「 意見の根拠」区分を除き ， 想定利

用者にと っての項目の相対的な重要性に基づいた順に記載される。

エ． 監査人が， 我が国において一般に公正妥当と 認められる監査の基準に準拠して監査を

行う こ と が求められている場合， それに加えて， 監査の実施に際し， 他の監査の基準も

遵守するこ と がある。 この場合， 我が国において一般に公正妥当と 認められる監査の基

準に加えて他の監査の基準に準拠している旨を監査報告書に記載しなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題19 監査報告書における「 監査上の主要な検討事項」に関する次の記述のう ち， 正し いも の

の組合せと して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 監査人が被監査会社に関する未公表の情報を「 監査上の主要な検討事項」に記載する

こ と が必要であると 判断し， 経営者に追加の情報開示を促したものの， 経営者が情報を

開示しない場合， 監査人が当該情報を「 監査上の主要な検討事項」に含めるこ と は， 監

査人の守秘義務が解除される正当な理由と なる。

イ ． 監査人は， 財務諸表に対する意見を表明しない場合， 十分かつ適切な監査証拠を入手

できない理由を「 監査上の主要な検討事項」区分に記載するこ と がある。

ウ． 監査人は， 会社法及び金融商品取引法の規定により ， 監査報告書に「 監査上の主要な

検討事項」を記載しなければならない。

エ． 継続企業の前提に関する重要な不確実性は，「 監査上の主要な検討事項」に該当す

るが， 監査人は， 当該事項を監査報告書の「 監査上の主要な検討事項」区分に記載して

はならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題20 監査報告書における「 その他の事項」に関する次の記述のう ち， 正しいも のの組合せと

して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 我が国において，「 その他の事項」の一つに， 公認会計士法の規定により 要求さ れる

利害関係の記載がある。

イ ． 監査人は，「 監査上の主要な検討事項」に記載した事項を「 その他の事項」区分に記載

するこ と がある。

ウ ． 監査人は，「 その他の事項」区分において， 守秘義務に関する倫理規則によって監査

人が提供するこ と が禁止されている情報は記載しないが， 経営者が提供するこ と が要求

されている情報については記載する。

エ． 監査人は， 継続監査において， 特定の事項に関する「 その他の事項」区分が監査報告

書に毎期設けら れる場合であっても ， 当該事項について， 監査役等と のコ ミ ュニケー

ショ ンを実施しなければならない。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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